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　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご支援、
ご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社グループでは、コーポレートスローガンである「素
晴らしい人間環境づくり」のもと、「お客さま本位の姿勢」

「創意開発」「明るい風通しのよい職場づくり」の3つの
経営方針を掲げ、事業活動を行っております。これらに
は、お客さまや社会のニーズを常に追求し、高品質の製
品・サービスを市場に提供するとともに、環境負荷軽減
などの社会的課題に対しても真摯に取組み、企業の社会
的責任を果たしていこうとする私たちニチハの熱い思い
が込められています。

　翻って、当社グループを取り巻く事業環境は、地政学リスクなどを背景とした原材料やエネ
ルギー価格の高騰に加え、急速な円安の進行等により難しい舵取りを余儀なくされています。
かような環境下ではありますが、上記の熱い思いを胸に世界的な視野を有するグローバル企業
を目指し、今後も国内外のお客さまのニーズを反映した高付加価値製品、サービスの開発と市
場へのご提案・ご提供に取組んでまいります。特に、環境面では、持続的社会の構築に資する
べく、CO2排出量の少ない製造方法や環境貢献度の高い製品の開発等を目指して、より一層の
創意工夫を重ねてまいる所存です。
　なお、当期の中間配当金につきましては、当期の業績および今後の事業環境等を勘案したう
え、当社グループの配当方針に基づき、1株につき48円50銭とさせていただきました。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご高配を賜りますようお願い申しあ
げます。

2022年11月

ごあいさつ

代表取締役社長
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■決算の概況
　売上高につきましては、国内では、窯業系外装材事業が業界全体の出荷数量増や8月からの価格改定に伴い
前年同期比増収、金属系外装材事業もシェアアップ、価格改定により前年同期比で増収となりました。また、
米国の外装材事業も価格改定、円安の影響も含めて約30％の前年同期比増収となるなど好調に推移したこと
から、全体の売上高は672億9百万円（前年同期比7.2％増）となりました。
　一方、損益につきましては、資材・エネルギー価格の高騰によるコストアップ影響が利益を圧迫し、営業利
益は54億65百万円（前年同期比17.4％減）、経常利益は67億67百万円（同1.4％減）、親会社株主に帰属
する中間純利益は47億91百万円（同8.5％減）となりました。

（注） 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第85期の期首より適用しており、第84期に係る各数値
については、当該会計基準等を遡って適用した金額で表示しております。
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■親会社株主に帰属する当期純利益
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■経常利益
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■総資産・純資産ほか（連結）
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■貸借対照表

■損益計算書 ■キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

科　目 前　期
（2022年3月31日現在）

当中間期
（2022年9月30日現在）

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 34,943 36,715

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 16,987 17,974
短 期 借 入 金 2,311 2,801
そ の 他 の 流 動 負 債 15,644 15,940

固 定 負 債 15,723 15,386
長 期 借 入 金 12,942 12,471
そ の 他 の 固 定 負 債 2,781 2,915

負 債 合 計 50,667 52,102
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 107,567 110,446
資 本 金 8,136 8,136
資 本 剰 余 金 10,934 10,925
利 益 剰 余 金 89,789 92,560
自 己 株 式 △ 1,293 △ 1,176

その他の包括利益累計額 3,697 8,106
その他有価証券評価差額金 2,561 2,383
為 替 換 算 調 整 勘 定 748 5,366
退職給付に係る調整累計額 388 356

新 株 予 約 権 210 130
非 支 配 株 主 持 分 △  298 △  261

純 資 産 合 計 111,177 118,421
負 債 純 資 産 合 計 161,845 170,523

科　目 前　期
（2022年3月31日現在）

当中間期
（2022年9月30日現在）

（ 資 産 の 部 ）  
流 動 資 産 89,311 90,710

現 金 及 び 預 金 44,210 40,086
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 24,451 26,523
電 子 記 録 債 権 2,089 2,216
商 品 及 び 製 品 11,156 13,533
そ の 他 の 流 動 資 産 7,442 8,399
貸 倒 引 当 金 △ 38 △ 49

固 定 資 産 72,533 79,813
有 形 固 定 資 産 61,555 69,335

建 物 及 び 構 築 物 10,511 10,759
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 9,939 10,711
土 地 20,399 20,413
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 20,703 27,451

無 形 固 定 資 産 1,008 949
投 資 そ の 他 の 資 産 9,969 9,528
資 産 合 計 161,845 170,523

（単位：百万円）

科　目
前中間期

2021年4月 1 日から（2021年9月30日まで）
当中間期

2022年4月 1 日から（2022年9月30日まで）
売 上 高 62,683 67,209
売 上 原 価 36,763 41,295
売 上 総 利 益 25,919 25,914

販売費及び一般管理費 19,303 20,448
営 業 利 益 6,616 5,465

営 業 外 収 益 324 1,382
営 業 外 費 用 80 81
経 常 利 益 6,861 6,767

特 別 利 益 470 3
特 別 損 失 27 15
税金等調整前中間純利益 7,304 6,755
法人税、住民税及び事業税 1,714 1,535
法 人 税 等 調 整 額 324 415
中 間 純 利 益 5,265 4,804

（内訳）
親会社株主に帰属する中間純利益 5,235 4,791
非支配株主に帰属する中間純利益 30 13

（単位：百万円）

科　目
前中間期

2021年4月 1 日から（2021年9月30日まで）
当中間期

2022年4月 1 日から（2022年9月30日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー 8,513 2,729

投資活動によるキャッシュ・フロー △  3,321 △  5,485

財務活動によるキャッシュ・フロー △  1,324 △  2,060

現金及び現金同等物に係る換算差額 339 692

現金及び現金同等物の増減額 4,207 △  4,124

現金及び現金同等物の期首残高 39,688 44,210

現金及び現金同等物の中間期末残高 43,895 40,086

（注） 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第85期の期首より適用しており、第84期に係る各数値
については、当該会計基準等を遡って適用した金額で表示しております。
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　当社は、株式会社長谷工コーポレーションと、鉄筋コンクリート造（RC造）建築物における新工法

「RC×EX工法」（複合乾式外装工法）を共同開発しました。

　本工法は、タイル張りや吹付タイル仕上げが主流となっている鉄筋コンクリート造（RC造）建築物の

外装材に、多彩なデザインバリエーションを持つ窯業系サイディングを施工する新しい外装仕上げの工法

です。本工法において使用する当社の窯業系サイディング「モエンエクセラード」は、耐燃えひろがり試

験等を通じて、耐火性・耐久性が認められた、安全かつ優れた

製品です。また、同製品の原材料には国産木材の端材チップを

使用しており、環境にも配慮した製品となっております。なお、

本工法は、東京大学 野口教授との共同研究の成果によるもの

です。

　当社は、「RC×EX工法」を通じて、マンションや商業施設

などの新たなマーケット開拓を推進するとともに、今後も時代

のニーズに応える製品や工法の開発に努めてまいります。

新工法で新たなマーケットを開拓！

窯業系サイディング施工後 鋼製下地組

「RC×EX工法」をリノベーション工事に応用した、
長谷工コーポレーションの

マンションリノベーション施工事例

リノベーション前完成イメージパース
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■会社概要

商 号 ニチハ株式会社
NICHIHA CORPORATION

本店所在地 〒455−8550
名古屋市港区汐止町12番地

設 立 1956年6月25日

資 本 金 8,136百万円

事 業 内 容
窯業系外装材の製造および販売
金属系外装材の販売
ハードボード、各種建築材料の販売

従 業 員 1,359名（2022年9月30日現在）

本 社
〒460−8610
名古屋市中区錦二丁目18番19号

（三井住友銀行名古屋ビル）

東 京 支 店
〒103−0023
東京都中央区日本橋本町一丁目6番5号

（ツカモトビル）

営 業 所 札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡の
ほか23か所

工 場 名古屋、いわき（福島県）、下関（山口県）

■グループ会社

国　内

ニチハマテックス株式会社

高萩ニチハ株式会社

八代ニチハ株式会社

ニチハ富士テック株式会社

株式会社チューオー

ニチハボード加工株式会社

外装テックアメニティ株式会社

国　内

ニチハエンジニアリング株式会社

株式会社FPコーポレーション

 9社

海　外

Nichiha USA, Inc.

ニチハ装飾建材（嘉興）有限公司

ニチハ装飾繊維セメント壁板（嘉興）有限公司

NICHIHA RUS LLC 4社

■取締役・監査役（2022年9月30日現在）

代表取締役社長・社長執行役員 吉 岡 成 充

取締役・専務執行役員 小 島 一 行

取締役・専務執行役員 殿 井 一 史

取締役・専務執行役員 河 村 好 則

取締役・常務執行役員 川 島 久 幸

社 外 取 締 役 八 木 清 文

社 外 取 締 役 田 尻 直 樹

社 外 取 締 役 西 　 浩 明

監 査 役（ 常 勤 ） 柴 田 佳 寬

監 査 役（ 常 勤 ） 水 野 昭 彦

社 外 監 査 役 杉 浦 勝 美

社 外 監 査 役 佐 々 木 　 健 次

社 外 監 査 役 岩 本 　 吉 志 子
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■株価の推移
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■所有者別株式分布

金融機関
30名　13,347千株

35.76％
※信託口、特別勘定等を含む。

自己株式
1名　647千株

1.74％
外国法人等
191名　9,987千株
26.76％

個人・その他
3,084名　1,848千株
4.95％

事業法人・その他法人
248名　11,493千株
30.79％

37,324千株

■株式の状況
発行可能株式総数  80,000,000株

発行済株式の総数  37,324,264株

単元株式数  100株

株主数  3,554名

■大株主
株　主　名 持株数 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,097
千株

13.90
％

銀 泉 株 式 会 社 2,617 7.14

住 友 林 業 株 式 会 社 2,572 7.02

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,841 5.02

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,597 4.35

住 友 商 事 株 式 会 社 1,108 3.02

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 1,016 2.77

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 957 2.61

伊 藤 忠 建 材 株 式 会 社 830 2.26

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 756 2.06

（注）1．株式数は、千株未満の端数を切り捨てて表示しております。
2．持株比率は、自己株式（647,470株）を控除して計算しております。
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〒460−8610　名古屋市中区錦二丁目18番19号 三井住友銀行名古屋ビル
TEL 052−220−5111（代表）
https://www.nichiha.co.jp

　当社の株式は１単元（最低売買単位）が100株となっておりますので、単元未満 
株式については市場で売買することができません。このような単元未満株式は、 
当社に対して買取るよう請求することができます。また、100株に不足する分を 
満たす株式を当社から購入（買増し）し、100株にまとめるよう請求することが 
できます。なお、これらにかかる手数料については、無料化しております。

◎買取り・買増し請求のイメージ

◎買取り・買増し請求をご希望の場合は、下記までお問い合わせください。

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

 0120−782−031

特別口座に記録された株式

口座を開設されている証券会社等

証券会社等の口座に記録された株式

住所変更・配当金受取り方法のご指定・相続に伴う手続き等も上記宛にお問い合わせください。

単元未満株式（100株に満たない株式）をご所有の株主様へ

当社（株主名簿管理人）

ご所有の55株を当社に時価で
売却いただくことができます。

買取り請求
45株を買増しし、100株と
していただくことができます。

買増し請求

株主様ご所有の単元未満株式※
（例：55株をご所有）

※  同封の配当金計算書「株式数」
欄に記載された株式数のう
ち、100株に満たない株式が、
ご所有の単元未満株式数です。

株主総会資料の電子提供制度のお知らせ

株 主 メ モ

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月開催
基準日 定時株主総会　 毎年3月31日

期末配当金　　 毎年3月31日
中間配当金　　 毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

公告方法 当社のホームページに掲載する。
https://www.nichiha.co.jp/ir/
▲  決算説明会の内容を上記のホームページにて動画配信

によりご覧になれます。

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場
名古屋証券取引所プレミア市場

株主名簿管理人および 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人 名古屋市中区栄三丁目15番33号
事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒168−0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 0120−782−031

（インターネット） https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

　会社法改正により、来年3月以降に開催される株主総会から、株主総会資料電子提供制度が適用されます。
　当社におきましても、原則として、株主総会資料の掲載されたウェブサイトへのアクセス方法等を記載した簡易な招集通知（通知書面）のみ
を株主様へお届けすることになります（下図参照）。

　インターネットのご利用が困難な方等、来年3月以降に開催される当社株主総会において株主総会資料の書面での受領を希望される株主様は、
株主総会の基準日までに書面交付請求の手続きをお取りくださいますようお願い致します。具体的な手続きにつきましては、口座を開設してい
る証券会社または当社の株主名簿管理人（下記）までお問い合わせください。

三井住友信託銀行株式会社　電子提供制度専用ダイヤル
0120－533－600（フリーダイヤル）

（受付時間 土・日・祝日・年末年始を除く午前9時～午後5時）
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/kaisyahou

株主総会資料を      紙で確認
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